
(７) 家畜伝染病予防法（抜粋） 

 

                   昭和二十六年五月三十一日・法律第百六十六号 

                   最終改正平成一六年六月二日・法律第六十八号 

 

【目的】 

第一条 この法律は、家畜の伝染性疾病（寄生虫病を含む。以下同じ。）の発生を予防し、

及びまん延を防止することにより、畜産の振興を図ることを目的とする。 

【定義】 

第二条 この法律において「家畜伝染病」とは、次の表の上欄に掲げる伝染性疾病であっ

てそれぞれ相当下欄の掲げる家畜及び当該伝染性疾病ごとに政令で定めるその他の家畜

についてのものをいう。 

 伝染性疾病の種類   家畜の種類 

 ２６．腐蛆病     みつばち 

２ この法律において「患畜」とは、家畜伝染病（腐蛆病を除く。）にかかっている家畜

をいい、「疑似患畜」とは、患畜である疑いがある家畜及び牛疫、牛肺疫、口蹄疫、狂

犬病、鼻疽又はアフリカ豚コレラの病原体に触れたため、又は触れた疑いがあるため、

患畜となる恐れがある家畜をいう。 

【管理者に対する適用】 

第三条 この法律中家畜、物品又は施設の所有者に関する規定（第五十六条及び第五十八

条から第六十条までの規定を除く。）は、当該家畜、物品又は施設を管理する所有者以

外の者（鉄道、軌道、自動車、船舶又は航空機による運送業者で当該家畜、物品又は施

設の運送の委託を受けた者を除く。）があるときは、その者に対して適用する。 

【伝染性疾病についての届出義務】 

第四条 家畜が家畜伝染病以外の伝染性疾病（農林水産省令で定めるものに限る。以下「届

出伝染病」という。）にかかり、又はかかつている疑いがあることを発見したときは、

当該家畜を診断し、又はその死体を検案した獣医師は、農林水産省令で定める手続に従

い、遅滞なく、当該家畜又はその死体の所在地を管轄する都道府県知事にその旨を届け

出なければならない。 

【注射、薬浴又は投薬】 

第六条 都道府県知事は、特定疾病（第四条の二第五項の検査の実施の目的として公示さ

れたものをいう。以下同じ。）又は監視伝染病の発生を予防するため必要があるときは、

家畜の所有者に対し、家畜について家畜防疫員の注射、薬浴又は投薬を受けるべき旨を

命ずることができる。 

一 実施の目的 

二 実施する区域 



三 実施の対象となる家畜又はその死体の種類及び範囲 

四 実施の期日 

五 検査の方法 

２ 前項の規定による命令には、前条第２項の規定を準用する。この場合において、同項

第五号中「検査の」とあるのは、「注射、薬浴又は投薬の別及びその」と読み替えるも

のとする。 

【検査、注射、薬浴又は投薬を行った旨の表示】 

第七条 都道府県知事は、第四条の二第三項若しくは第五項若しくは第五条第一項の規定

による検査を受けた家畜若しくはその死体又は前条第一項の規定による注射、薬浴若し

くは投薬を受けた患畜に、農林水産省令の定めるところにより、検査、注射、薬浴又は

投薬を行った旨のらく印、いれずみその他の標識を家畜防疫員に付させることができる。 

【証明書の交付】 

第八条 都道府県知事は、第四条の二第三項若しくは第五項若しくは第五条第一項の規定

による検査を受けた家畜若しくはその死体又は第六条第一項の規定による注射、薬浴又

は投薬を受けた家畜の所有者から請求があったときは、農林水産省令の定めるところに

より、検査、注射、薬浴又は投薬を行った旨の証明書を交付しなければならない。  

【汚染物品の焼却等の義務】 

第二十三条 家畜伝染病の病原体により汚染し、又は汚染したおそれがある物品の所有者

（当該物品が鉄道、軌道、自動車、船舶又は航空機により運送中のものである場合には、

当該物品の所有者又は運送業者。以下この条において同じ。）は、家畜防疫員が農林水

産省令で定める基準に基づいてする指示に従い、遅滞なく、当該物品を焼却し、埋却し、

又は消毒しなければならない。ただし、家きんサルモネラ感染症の病原体により汚染し、

又は汚染した恐れがある物品その他農林水産省令で定める物品は、指示を待たないで焼

却し、埋却し、又は消毒することを妨げない。 

２ 前項の物品（同項ただし書きの物品を除く。）の所有者は、同項の指示があるまでは、

当該物品を焼却し、埋却し、又は消毒してはならず、また、家畜防疫員の許可を受けな

ければ、これを他の場所に移し、使用し、又は洗じょうしてはならない。 

３ 家畜防疫員は、家畜伝染病のまん延を防止するため必要があるときは、第１項の物品

（同項ただし書きの物品を除く。）について、同項の指示に代えて、自らこれを焼却し、

埋却し、又は消毒することができる。 

【発掘の禁止】 

第二十四条 第二十一条第一項若しくは第四項又は前条第一項若しくは第三項の規定によ

り家畜の死体又は家畜伝染病の病原体により汚染し、若しくは汚染されたおそれがある

物品を埋却した土地は、農林水産省令定める期間内は、掘ってはならない。ただし、都

道府県知事の許可を受けたときは、この限りでない。 

【病原体に触れた者の消毒の義務】 



第二十八条 家畜伝染病の病原体に触れ、又は触れたおそれがある者は、遅滞なく、自ら

その身体を消毒しなければならない。 

【検査、注射、薬浴又は投薬】 

第三十一条 都道府県知事は、家畜伝染病のまん延を防止するため必要があるときは、家

畜防疫員に、農林水産省令で定める方法により家畜の検査、注射、薬浴又は投薬を行わ

せることができる。 

２ 前項の検査、注射、薬浴又は投薬には、第７条及び第８条の規定を準用する。 

【家畜等の移動の制限】 

第三十二条 都道府県知事は、家畜伝染病のまん延を防止するため必要があるときは、規

則を定め、一定種類の家畜、その死体又は家畜伝染病の病原体をひろげるおそれがある

物品の当該都道府県の区域内での移動、当該都道府県内への移入又は当該都道府県外へ

の移出を禁止し、又は制限することができる。 

２ 農林水産大臣は、家畜伝染病のまん延を防止するため必要があるときは、農林水産省

令の定めるところにより、区域を指定し、一定種類の家畜、その死体又は家畜伝染病の

病原体をひろげるおそれがある物品の当該区域外への移出を禁止し、又は制限すること

ができる。 

【報告及び通報の義務】 

第三十五条 都道府県知事は、この章の規定により家畜伝染病のまん延の防止のためとっ

た措置につき、農林水産省令の定めるところにより、その実施状況及び実施結果を農林

水産大臣に報告するとともに関係都道府県知事に通報しなければならない。 

【輸入のための検査証明書の添付】 

第三十七条 次ぎに掲げる物であって農林水産大臣の指定するもの（以下「指定検疫物」

という。）は、輸出国の政府機関により発行され、かつ、その検疫の結果監視伝染病の

病原体をひろげるおそれがないことを確かめ、又は信ずる旨を記載した検査証明書又は

その写しを添付してあるものでなければ、輸入してはならない。 

一 動物、その死体又は骨肉卵皮毛類及びこれらの容器包装 

二 穀物のわら（飼料用以外の用途に供するものとして農林水産省令で定めるものを除

く。）及び飼料用の乾草 

三 前二号に掲げる物を除き、監視伝染病の病原体をひろげるおそれがある敷料その他

これに準ずる物 

２ 前項の規定は、次ぎに掲げる場合には、適用しない。 

一 動物検疫についての政府機関を有しない国から輸入する場合その他農林水産大臣の

指定する場合 

二 農林水産省令で定める国から輸入する指定検疫物について、前項の検査証明書又は

その写しに記載されるべき事項が当該国の政府機関から電気通信回線を通じて動物検

疫所の使用に係る電子計算機（入力装置を含む。）に送信され、当該電子計算機に備



えられたファイルに記録された場合 

【輸入場所の制限】 

第三十八条 指定検疫物は、農林水産省令で指定する港又は飛行場以外の場所で輸入して

はならない。但し、第四十一条の規定により検査を受け且つ、第四十四条の規定による

輸入検疫証明書の交付を受けた物及び郵便物として輸入する物については、この限りで

ない。 

【輸入検査】 

第四十条 指定検疫物を輸入した者は、遅滞なくその旨を動物検疫所に届け出て、その物

につき、原状のままで、家畜防疫官から第三十六条及び第三十七条の規定の違反の有無

並びに監視伝染病の病原体をひろげるおそれの有無についての検査を受けなければなら

ない。但し、既に次条の規定により検査を受け、かつ、第44条の規定による輸入検疫証

明書の交付を受けた物及び郵便物として輸入した物については、この限りでない。 

２ 家畜防疫官は、指定検疫物以外の物が監視伝染病の病原体により汚染し、又は汚染し

ているおそれがあるときは、輸入後遅滞なくその物につき、検査を行うことができる。 

３ 第一項の規定による検査は、動物検疫所又は第三十八条の規定により指定された港若

しくは飛行場内の家畜防疫官が指定した場所で行う。但し、特別の事由があるときは、

農林水産大臣の指定するその他の場所で検査を行うことができる。 

４ 家畜防疫官は、監視伝染病の病原体のひろがるのを防止するため必要があるときは、

第一項の検査を受ける者に対し指定検疫物を前項の場所に送致するための順路その他の

方法を指示することができる。 

【郵便物等としての輸入】 

第四十二条 指定検疫物は、小型包装物及び小包郵便物以外の郵便物又は民間業者による

信書の送達に関する法律（平成十四年法律第九十九号）第二条第三項に規定する信書便

物（次項において「信書便物」という。）としては、輸入してはならない。 

２ 前項の規定に違反して輸入された指定検疫物を包有している郵便物又は信書便物を受

け取った者は、遅滞なく、その現品を添えてその旨を動物検疫所に届け出て家畜防疫官

の検査を受けなければならない。 

【輸入検疫証明書の交付等】 

第四十四条 家畜防疫官は、第四十条から前条までの規定による検査の結果、指定検疫が

監視伝染病の病原体をひろげるおそれがないと認められるときは、農林水産省令の定め

るところにより、輸入検疫証明書を交付し、かつ、指定検疫物にらく印、いれずみその

他の標識を付さなければならない。 

２ 家畜防疫官は、第四十条第二項又は第四十一条の規定による検査を受けた指定検疫物

以外の物について、輸入検疫証明書を請求されたときは、これを交付しなければならな

い。 

３ 家畜防疫官は、第四十六条第三項の規定による措置を講ずるときは、前二項の規定に



かかわらず、輸入検疫証明書を交付しないことができる。 

【農林水産大臣の都道府県知事に対する指示】 

第四十七条 農林水産大臣は、家畜の伝染性疾病の発生又はまん延により、畜産に重大な

影響を及ぼすおそれがあるときは、都道府県知事に第六条、第九条、第十七条、第二十

六条第一項若しくは第三項、第三十条、第三十一条、第三十二条第一項、第三十三条又

は第三十四条の規定による措置を実施すべき旨を指示することができる。 

【立入検査等】 

第五十一条 家畜防疫官又は家畜防疫員は、家畜の伝染性疾病を予防するため必要がある

ときは、競馬場、家畜市場、家畜共進会場等家畜の集合する場所、畜舎、化製場若しく

は死亡獣畜取扱場、と畜場、倉庫、船舶、車両、航空機又は家畜の伝染性疾病の病原体

により汚染し、若しくは汚染したおそれがあるその他の場所に立ち入って動物その他の

物を検査し、関係者に質問し、又は検査のため必要な限度において、動物の血液、乳汁

等を採取し、若しくは動物の死体その他の物を集取することができる。 

２ 前項の規定による立入検査、質問、採取又は集取の権限は、犯罪捜査のために認めら

れたものと解してはならない。 

【手当金】 

第五十八条 国は、次に掲げる動物又は物品の所有者（第十七条の規定により殺すべき旨

命ぜられた家畜については、その命令のあった時における当該家畜の所有者）に対し、

それぞれ当該各号に定める額（当該動物の死体が利用価値を有する場合には、その評価

額を当該各号に定める額から差し引いて得た額）を手当金として交付する。ただし、家

畜の伝染性疾病の発生を予防し、又はまん延を防止するために必要な措置を講じなかっ

た者その他の農林水産省令で定める者に対しては、この限りでない。 

５ 第二十三条（同条第一項ただし書きの場合を除く。）の規定により焼却し、又は埋却

した物品にあっては、焼却又は埋却前における当該物品の評価額の五分の四 

【費用の負担】 

第五十九条 国は、第二十一条第一項又は第二十三条第一項の規定により焼却し、又は埋

却した家畜の死体又は物品の所有者に対し、焼却又は埋却に要した費用の二分の一を交

付する。 

【予防のための自主的措置】 

第六十二条の二 家畜の所有者は、家畜の伝染性疾病の予防のために必要な消毒その他の

措置を適切に実施するように努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、家畜の所有者又はその組織する団体が行う家畜の伝染性疾病

の予防のため自主的措置を助長するため、これらの者に対し、必要な助言及び指導を行

うように努めるものとする。 

 


